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＜会社概要＞

◎ 証券市場に良質・低利な資金を安定的に提供することが役割

◎ 金融商品取引法上の免許業務である貸借取引業務（制度信用取引の決済に必要な金銭または
株券を証券会社に貸し付ける業務）の担い手・・・㈱大阪証券取引所の指定証券金融会社

◎ 貸借取引業務のほか、一般信用取引向け貸付業務、証券担保ローン業務、有価証券貸付業務
を通して証券市場の機能発揮をバックアップ

◎ 大証（昭和25年～）、東証（平成12年～）に株式を上場（市場第一部）

◎ 役職員数は約１００名 営業拠点は、大阪（本店）と東京（支社）

（平成21年3月末現在）
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③ 部門別利鞘収入

④ 利回り、利鞘

⑤ 資金調達

⑥ 一般管理費

（参考） ① 連結決算の推移

② 関係会社の決算状況

５．経営指標の状況

(1) 健全性チェックリスト

(2) 収益性関連指標の推移（単体）

６．今後の取組み

(1) 中期経営計画の実現

(2) 平成21年度の見通し

(3) リスク管理体制の抜本的強化策の実施

① 体制概要図

② 主な強化策
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１．リーマン・ブラザーズ証券との取引の影響等

(1) 株券レポ取引の取引状況

(2) 取引清算に関する合意事項

(3) 取引清算の業績に与えた影響

２．証券担保ローンにおける貸倒引当金の増加

３．経営改善のための諸施策

(1) 資本の増強

(2) 資産の売却

(3) 自己資本規制比率（証券会社ベース）の推移

４．平成２１年３月期決算の概要

(1) 連結対象会社の異動

(2) 決算の推移（単体）

(3) 主要勘定の推移等

① 営業収益

② 資金運用残高

（参考）大阪市場における制度信用取引買残高と
貸借取引融資残高の推移
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(1) 株券レポ取引の取引状況（平成２０年９月１２日現在）

① 借入有価証券 ７１，０１９百万円

② 差入担保金 ６８，２８４百万円

(2) 取引清算に関する合意事項

① 一括清算されたことを確認すること

② 対象有価証券売却損を再生債権とすること

③ 対象有価証券を売却すること

④ 差額金返還債務の相殺を有効とすること

(3) 取引清算の業績に与えた影響

第３四半期損失額 １，６０６百万円

第４四半期損失額 １２，２７８百万円

合 計 １３，８８４百万円

1. リーマン・ブラザーズ証券との取引の影響等

(注) 上記損失額のうち、対象有価証券売却損については、損害賠償の対象となり、民事再生手続において

一定の弁済を受けることになりますが、再生計画案提出期限が平成２１年５月１５日に延伸されたことなど

から、現時点では弁済額等については明らかでないため、かかる損害賠償請求権は平成２１年３月期決

算において計上しておりません。
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２. 証券担保ローンにおける貸倒引当金の増加

貸倒引当金繰入額３,１０３百万円を特別損失に計上

【平成２１年３月末の貸倒引当金】

３，５２８百万円 （うち、ビジネスローンに係る個別引当金 ２，７６９百万円）

＜平成２０年３月末比 ３，０４０百万円増＞

昨年秋以降の株価下落に伴い、ビジネスローンをはじめとする証券担保ローンの
担保有価証券評価額が、大幅に下落したことに伴うもの。
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３. 経営改善のための諸施策

(1) 資本の増強

① 第三者割当増資(社債型優先株式の発行)

・・・３０億円

[取得条項]
平成２６年４月１日以降、当社が取締役会決議で定める一定の日に、取得することができる。

３００百万円１，５００，０００株エス・エヌ ベンチャーキャピタル株式会社

２００百万円１，０００，０００株財団法人資本市場振興財団

５００百万円２，５００，０００株エフピーエム株式会社

５００百万円２，５００，０００株株式会社ＯＤＫソリューションズ

３００百万円１，５００，０００株岩井証券株式会社

１００百万円５００，０００株上田八木短資株式会社

３，０００百万円１５，０００，０００株合 計

１００百万円５００，０００株株式会社大阪証券取引所

１，０００百万円５，０００，０００株野村ホールディングス株式会社

払込金額の総額割当株式数割当先

■社債型優先株式の採用理由
普通株式に係る転換請求権が付与されないため、普通株式の希薄化が生じることなく資
本の充実を図ることができる。
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② 連結子会社(㈱大証金ビルデイング)の吸収合併

・・・ ４．５億円

③ 評価差額金の計上(㈱だいこう証券ビジネス株式)

・・・１２．４億円

(2) 資産の売却

① 保有不動産(本店ビルほか)の売却

・・・１４．１億円の売却益

② 所有有価証券の売却（関連会社株式を含む）

・・・ ６．８億円の売却益

390.9%137.5%297.2%1,081.2%992.9%

H21.3月末H20.12月末H20.9月末H20.6月末H20.3月末

(3)  自己資本規制比率（証券会社ベース）の推移
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(１)連結対象会社の異動

４． 平成２１年３月期決算の概要

（連結子会社）
㈱大証金ビルディング

（持分法適用関連会社）
㈱ＯＤＫソリューションズ
㈱だいこう証券ビジネス
㈱だいこうエンタープライズ

大証金
（大阪証券金融㈱）

貸借取引業務、一般信用取引向け
貸付業務、証券担保ローン業務、
有価証券貸付業務等

（持分法適用関連会社）
㈱ＯＤＫソリューションズ

情報処理サービス業務、
ｿﾌﾄｳｪｱ開発業務等

大証金
（大阪証券金融㈱）

・㈱大証金ビルディングの合併
・関連会社株式の一部売却等

※この異動に伴い、当社は、連結財務諸表非作成会社となったため、連結貸借対照表は
平成21年3月期から、また、連結損益計算書等その他の連結財務諸表は平成22年3月期
から作成しないこととなります。
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○営業収益は資金運用残高の減少を
主因に減収（前年同期比5.7%減）

○営業損益は、赤字となったものの、
経常利益は、配当金等の増加によ
り黒字を維持

○当期純損益は、投資有価証券売却
損の計上や貸倒引当金繰入額の増
加などにより大幅な赤字計上

（２）決算の推移（単体）

3,611 4,831 5,467
7,266 6,851

0
2 ,000
4 ,000
6 ,000
8 ,000
百万円

平成16年度 17 18 19 20

営業収益

633

1,690

719 661
107

0

1 ,000

2 ,000

百万円

平成16年度 17 18 19 20

経常利益

492
1,527

562 469
▲ 486

▲ 500

500

1 ,500

2 ,500

百万円

平成16年度 17 18 19 20

　　営業利益

622

1,796
638

412

▲ 13,735

▲ 5 ,000

0

百万円

平成16年度 17 18 19 20

当期純利益
関係会社
売却益等

実勢値
1 ,2 4 4

実勢値
477

1 6 1

5 5 2
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（３）主要勘定の推移等

①営業収益－運用残高の減少等により減収

その他

資金運用利息

有価証券貸付料

2,899

593

3,652

934

4,441

801

6,439

585

5,596

1,078

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

百万円

平成16年度 17 18 19 20

7,266

4,831

6,851

3,611

5,467
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②資金運用残高－株式市況の低迷等を背景に、貸借取引や株券レポ取引を中心に減少

（注）平残ベース
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3 ,002
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1 ,556

1 ,196

402

2 ,218
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1 ,051

794

437

1 ,857
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2 ,584
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395

178
503

2 ,002
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0
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3 ,000

4 ,000

5 ,000

6 ,000

億円

平成16年度 17 18 19 20

貸借取引

証券レポ取引
（株券レポ、債券レポほか）

金融商品取引業者向け貸付
（信用サポートローンほか）

証券担保ローン
（ｺﾑｽﾄｯｸﾛｰﾝ、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｰﾝほか）

預金・有価証券

4,750

4,037

4,999

5,878

5,265
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0
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1,000
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2,000
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3,000

12年3月末 13年3月末 14年3月末 15年3月末 16年3月末 17年3月末 18年3月末 19年3月末 20年3月末 21年3月末

億円

（参考）大阪市場における制度信用取引買残高と貸借取引融資残高の推移

制度信用取引買残高（左軸）

貸借取引融資残高（左軸）

平成

円

日経平均株価（右軸）

（注）１ 日経平均株価は週末終値

２ 制度信用取引買残高、貸借取引融資残高は週末残高（申込日基準）
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558

291

1,290

515

59

895

866

1,390

164

81

536

499

1,437

515

15

609

247

1,548

1,014

▲9

248
122

1,485

1,017

58

0

1,000

2,000

3,000

4,000

百万円

平成16年度 17 18 19 20

③部門別利鞘収入－貸借取引と信用サポートローンの減収を主因に減少

3,004 2,835

3,4103,398

2,715

貸借取引

証券担保ローン
（ｺﾑｽﾄｯｸﾛｰﾝ、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｰﾝほか）

預金・有価証券

金融商品取引業者向け貸付
（信用サポートローンほか）

証券レポ取引
（株券レポ、債券レポほか）
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④利回り、利鞘－運用利回りの上昇から利鞘が拡大

％

1.24
1.20

0.89

0.61
0.55

0.68 0.72

0.57
0.51

0.63
0.51

0.04 0.04

0.26
0.52

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

平成16年度 17 18 19 20

利鞘

運用利回り

調達利回り
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122

2 ,330

805

1 ,000

354

448

203

163

2 ,526

1 ,190

643

597

523

235

211

2145

542

401
159

1 ,085

203

284

2 ,571

599

561
70

702

209

242

1 ,563

1063

407
101

699

173

0

1 ,000

2 ,000

3 ,000

4 ,000

5 ,000

6 ,000

億円

平成16年度 17 18 19 20

日銀共通担保
資金供給オペ

コールマネー

自己資金等

⑤資金調達－資金運用残高の減少に伴い減少

銀行等借入

証券レポ等
ＣＰ

貸株等代り金

5,878

4,999
4,750

5,265

4,251

（注）１．平残ベース

２．平成18年６月以前の「日銀共通担保資金供給オペ」は手形買入オペ

３．平成20年度における資金運用残高と資金調達残高との差はＬＢ証券案件による
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864

948

437
(354)

736

1 ,021

465
(353)

883

1 ,118

569
(376)

927

1 ,132

849
(396)

920

1 ,196

1 ,168
(391)

0

500

1 ,000

1 ,500

2 ,000

2 ,500

3 ,000

3 ,500

百万円

平成16年度 17 18 19 20

⑥一般管理費－貸倒引当金繰入額の増加等により増加

人件費

物件費

その他
（償却費）

2,910

2,571

2,223

3,284

2,250
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684
1 ,671

677

▲ 500

500

1 ,500

2 ,500
百万円

平成16年度 17 18 19 20

営業利益

4,084 5 ,185 5 ,839

0
2 ,000
4 ,000
6 ,000
8 ,000
10 ,000
百万円

平成16年度 17 18 19 20

営業収益

1,317
2,601

1,453
945

125
0

1 ,000

2 ,000

百万円

平成16年度 17 18 19 20

経常利益

973 181

1 ,4 8 6

1,009

225

648

225

▲ 15,159

▲ 3 ,000

2 ,000

百万円

平成16年度 17 18 19 20

当期純利益

実勢1,667 関係会社売却損益等

実勢784

○単体決算の要因に加え、関連会
社の業績下振れなどが影響

（参考）①連結決算の推移

7,038

6,659 8,315 9,358

7,460

▲399

1,113
2,246

1,366 591

情報処理サービス業

※平成19年3月末に㈱ＯＤＫソリューションズ
が連結子会社 から持分法適用会社へ異動した
ことに伴い、昨年度から「情報処理サービス
業」が除外され「証券金融業」と「不動産賃
貸・リース業」の２区分となっております。
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〔連結子会社〕
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営業収益

【㈱大証金ビルディング】
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200
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200
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【㈱ＯＤＫソリューションズ】
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0

2 ,000

4 ,000

6 ,000
百万円

平成16年度 17 18 19 20

営業収益
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0

200

400
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当期純利益

〔持分法適用関連会社〕

152
125 107 94 62

0
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200

百万円

平成16年度 17 18 19 20

営業利益

429 592
698 671 631

0
200
400
600
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平成16年度 17 18 19 20

営業利益

（参考）②関係会社の決算状況
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〔持分法適用関連会社〕

【㈱だいこう証券ビジネス】 【㈱だいこうエンタープライズ】

11,520 13,028
13,141 13,844

14,738
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ｼﾝｸﾞﾙｴｲﾏｲﾅｽ

ｴｲﾜﾝ

ｼﾞｪｲﾜﾝ

Ａ－

a-1

J-1

５．経営指標の状況

(1) 健全性チェックリスト

＜参考＞

●国際統一基準行単体ベース平均 １１．８３％

（平成20年9月末現在）

●国内基準行単体ベース平均 ９．８４％
（平成20年9月末現在）

■自己資本比率（平成21年3月末現在）

（１） 銀行ベース（バーゼルⅡ）

＜参考＞

●東証総合取引参加証券会社（108社）平均

５６１．９２％

（平成20年12月末現在）

（2） 証券会社ベース（金商法基準）

■格 付

※ﾚｰﾃｨﾝｸﾞﾓﾆﾀｰ付

発行体格付け 〔格付投資情報センター(R&I)〕

※ﾚｰﾃｨﾝｸﾞﾓﾆﾀｰ付

短期格付け 〔格付投資情報センター(R&I)〕
※ｸﾚｼﾞｯﾄﾓﾆﾀｰ付

〔日本格付研究所(JCR)〕

＝ １２．４％

＝ ３９０．９％

（前年度 １４．４％）

（前年度 ９９２．９％）
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(2) 収益性関連指標の推移（単体）

３．００６．００８．００１４．００

円

７．００１株当たり配当

２７１

０．３８

２４．８

１．６

１９

―２．３６．９

％

２．５
自己資本利益率

（ＲＯＥ）

１７３５１７８２２

円

４２０期末株価

０．５２０．７２１．１５

倍

０．６５
株価純資産倍率

（ＰＢＲ）

―３０．８１８．１

倍

２８．１
株価収益率

（ＰＥＲ）

２０１８１７平成１６年度
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（１）中期経営計画の実現

６．今後の取組み

【基本認識】

収益力強化のために、経費削減および合理化推進を徹底し、自己資本の回復を
着実に図る。

４

これまで以上にお客様の視点に立ち、質の高いサービスを提供し、顧客基盤の
拡充強化を図る。

３

リスク管理体制の強化を重要課題と認識し、抜本的対応策を講じ、継続して実践
する。

２

「証券のための金融、証券による金融」を創業時以来の社会的使命として再認識
し、貸借取引業務を核として証券市場の発展に貢献する。

１

平成21年3月期における株券レポ取引および証券担保ローンにかかる多額の損失発
生を踏まえ、経営改善に向けた諸施策を強力に推進し、企業価値の向上に邁進する。
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【経営目標】

財務内容の健全性の維持、向上に努め、安定的な企業経営に必要な水準を確保する。３

優先株配当を堅持すると同時に、普通株についても早期に1株当たり年6円配当に復
配し、安定配当の実施に努める。

２

創業以来の経常黒字を維持し、平成23年度までに経常利益10億円を達成する。１

【数値目標】

１０億円３.５億円１億円経 常 利 益

平成23年度平成21年度平成20年度

（注）数値目標の主な前提

１．平成20年度(実績)および平成21年度(見通し)は、5月14日発表値。平成23年度は計画値(目標値)。
２．資金運用残高は、平成21年度に2,550億円まで減少した後、平成23年度にかけて約25％増加する想定。
３．短期金利は、横這い推移した後、平成23年度末までに0.4％上昇する想定。
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【平成21年度経営計画】
○ 経営目標

「リスク管理体制の抜本的強化策」（4月30日発表）を徹底して実践する。２

提携先との連携強化により収益基盤の強化を図る。１

○ 重点戦略

業務等の整理合理化を含めた徹底的なコスト削減４

不良債権の新規発生防止に重点を置いたリスク管理態勢の強化３

証券会社等との提携戦略の推進により、富裕層顧客の開拓など顧客基盤
の裾野拡大

２

ヘラクレス・ジャスダック統合市場における貸借取引業務の開始に向けた
取組みの推進

１
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（２）平成2１年度の見通し

一株当たり
配当金

当期純利益・当期純損失（△）

経常利益

営業利益・営業損失（△）

営業収益

増減率増減額

―５１６△４８６３０

△３２．９△２，２５１６，８５１４，６００

対前年度比（通期）
平成21年3月期

通期実績

平成22年3月期

通期見通し

―０．００円３．００円３．００円普通株式

―１３．９７円０．０３円１４．００円優先株式

―１４，０８５△１３，７３５３５０

２２７．１２４３１０７３５０

（単位：百万円、％）

（注）平成２２年３月期より、個別財務諸表のみの作成となります。
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（３） リスク管理体制の抜本的強化策の実施

①体制概要図

流動性

リスク

事務

リスク

リーガル

リスク

システム

リスク

市場

リスク

信用

リスク

≪対象リスク≫

各管理部署が管理

監査役会取締役会

リスク管理統括課（新設）

管理態勢の整備 運用状況のモニタリング 委員会運営のサポート

【委員長】リスク管理担当役員（現在は代表取締役専務）

【委員】常勤取締役、本店室部長および東京支社長 【ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ】常勤監査役

※顧問弁護士その他外部専門家など、委員以外のメンバーを適宜加える。

態勢スキームの構築、管理手法の検討、運用状況のモニタリングなど

リスク管理委員会（毎月開催）

監

査

室

監査
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②主な強化策

Ⅰ リスク管理委員会の機能向上

Ⅱ 貸出審査・管理体制の強化

・リスク統括部署（リスク管理統括課）の設置

(a) 牽制・審査機能の強化

(b) 担保不足対応処理の強化

証券担保ローン（ビジネスローン）の貸出審査等において、営業部以外の部署である資金証
券部証券管理課（「資金証券部証券決済課」を改編）による審査を追加することとし、牽制機能
を強化するとともに、貸付先や担保銘柄に関する審査機能の強化を図る

・委員会メンバーの拡充

証券担保ローン（ビジネスローン）において、担保不足対応に関する処理体制を見直し、顧
客と直接折衝しない部署、かつ、営業部以外の部署（資金証券部証券管理課）に当該事務処
理の主要部分を移管
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Ⅲ 株券レポ取引の取引額等の適正化

(a) 取引限度額の引下げ

(c) 貸借期間の短縮

(b) 基準担保金率の上限を規定

取引限度額は、原則、当社の自己資本の額を上限と規定

（取引先の財務内容等により限度額内で取引額を設定）

基準担保金率については、金融商品取引業者等金融機関取引と一般事業法人取引に区

分して、各々の基準担保金率の上限を規定

最長貸借期間（取引実行日から取引決済日までの期間）の定めを従来の「1年以内」から

「６カ月以内」に短縮

Ⅳ ビジネスローンの商品性の見直し

(a) 貸付期間の管理強化

(c) 取引限度額の引き下げ

(b) 担保受入制限の設定

自社株を担保とするビジネスローンにおいては、貸付期間（１年以内）の延長はなし

市場流動性に重きを置いた受入株数制限基準の設定等

新興市場銘柄を主な担保とする場合は、取引限度額の設定を厳格化
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Ⅴ 内部監査機能の強化

(a) 関係部署間の牽制状況の確認

(c) 監査チェックリストの見直し

(b) リスク管理態勢に対する内部監査の実施

本資料には、当社の業績に関する将来の予想、見通し等の記述が含まれています。こうした記述は、
将来の業績の実現を保証するものではなく、不確実性やリスク要因が含まれているため、実際の結果
と大きく乖離する可能性があります。

以 上


